
北九州市環境教育等による環境保全の取組の促進に係る 

体験の機会の場の認定に関する事務処理要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律（平成１５ 年法律第１３

０号。以下「法」という。）第２０条第１項の規定に基づく環境保全の意欲の増進に係る体験の機

会の場（以下「体験の機会の場」という。）の認定事務について、法及び環境教育等による環境保

全の取組の促進に関する法律施行規則（平成２４年 文部科学省、農林水産省、経済産業省、国土

交通省、環境省令第２号。以下「省令」という。）で定める以外の必要な事項を定めるものとする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において「体験の機会の場」とは、土地の所有者又は使用及び収益を目的とする権

利（臨時設備その他一時使用のため設定されたことが明らかなものを除く。）を有する者（国民、

民間団体等に限る。）が、当該土地又は建物を自然体験活動の場その他の多数の者を対象とするの

にふさわしい場をいう。 

 

（申請者） 

第３条 体験の機会の場の認定の申請を行うことができる者は、土地又は建物（当該土地又は建物の

全てが北九州市内に所在している場合に限る。）の所有者又は使用及び収益を目的とする権利（臨

時設備その他一時使用のため設定されたことが明らかなものを除く。）を有する者とする。 

２ 次の各号のいずれかに該当する者は、認定の申請をすることができない。 

（１）法第２０条第４項に規定する者 

（２）北九州市暴力団排除条例（平成２２年北九州市条例第１９号）第２条に該当する者 

 

（認定の申請） 

第４条 体験の機会の場の認定を受けようとする者は、法第２０条第３項第１号から第３号までに定

める事項及び省令第９条各項各号に定める事項について記載した申請書を市長に提出することと

なるが、申請書（様式第１～１０）の作成にあたって必要となる事項を次のとおり定める。 

（１）省令第９条第２項第１号に定める住民票の写し、省令第９条第２項第２号に定める法人の登記

事項証明書及び省令第９条第２項第９号に定める土地若しくは建物の登記事項証明書は、直近の６

か月以内に発行されたものとする。 

（２）省令第９条第２項第３号に定める法第２０条第４項各号の規定に該当しないことを説明した書

類は、様式第２によるものとする。 

（３）省令第９条第２項第６号の参加者及び実施者の安全の確保を図るための措置について記載した

書類は、次のとおりとする。 

ア 参加者及び実施者の安全確保のための対応マニュアル（天候急変時の対応、傷害保険等の加

入、事故時の応急措置体制、その他安全確保のための必要な事項の記載を含む） 

イ 火災・震災等の避難訓練マニュアル 

ウ 認定の申請に係る建築物の消火器の設置、非常照明器具等の消防法に基づく設備が把握でき

る書面 

エ 体験の機会の場とその周辺との区分、危険箇所の表示や周囲の柵設置等による安全管理の実

施を示した書面 

（４）省令第９条第２号第７号の知識及び経験を有する者の確保の状況その他の業務の実施体制につ

いて記載した書類 

（５）北九州市暴力団排除条例（平成２２年北九州市条例第１９号）を遵守し、暴力団排除に協力す

る旨を記載した誓約書を様式第１０により提出するものとする。 

（６）その他、市長が必要と認める書類を提出するものとする。 



 

（認定） 

第５条 市長は、認定の申請に係る体験の機会の場で行う事業の内容等が、法２０条第１項及び省令

第８条に掲げる要件のいずれにも適合すると認めるときは、認定を行うものとする。なお、施設等

の安全管理については、従前どおり施設管理者において行うものとする。 

２ 市長は、認定しようとするときは、あらかじめ市教育委員会に協議するものとする。 

３ 市長は、必要に応じて、追加資料等の提出を求め、又は現地調査を実施するものとする。 

４ 市長は、第１項の認定をした場合においては、遅滞なく、その旨を申請者に通知するものとする（様

式第１１）。 

５ 市長は、認定の申請に係る体験の機会の場で行う事業の内容等が、法２０条１項及び省令第８条に

掲げる要件に適合しないと認める場合においては、遅滞なく、その理由を示して、その旨を申請者

に通知するものとする（様式第１２）。 

 

（認定の有効期間） 

第６条 法第２０条の２第１項に定める認定の有効期間は、５年間とする。ただし、体験の機会の場

で行う事業のために当該体験の機会の場を提供する期間が５年間に満たない場合は、その期間とす

る。 

 

（有効期間の更新） 

第７条 第６条の有効期間の更新を受けようとする者は、有効期間の満了する日の３０日前までに、

様式第１３による申請書を市長に提出しなければならない。 

２ 前項の認定は、第５条及び第６条を準用する。 

 

（変更及び廃止等） 

第８条 認定を受けた者は、第４条にかかる事項を変更したときは、様式第１４により、認定体験の

機会の場の提供を行わなくなったときは、様式第１５により、遅延なく、その旨を市長に届け出な

ければならない。 

 

（運営の状況の報告） 

第９条 認定を受けた者は、次に掲げる事項を記載した報告書（様式第１６～２０）を、毎年度、５

月３１日まで（認定体験の機会の場の提供を行わなくなったときは当該日より３０日以内。）に市

長に提出しなければならない。 

（１）前年度における認定に係る体験の機会の場で行う事業の実施の状況 

（２）前号の事業に係る収支決算 

２ 前項各号に掲げる事項については、当該認定に係る体験の機会の場で行う事業が年度を超えて行わ

れる場合等年度ごとの実施の状況及び収支決算の報告が困難であると認められるときは、当該事業

終了後３０日以内に前年度の６か月以上の期間を含む１年以上の期間における報告を行うものと

する。 

 

（助言等） 

第１０条 市長は、認定を受けた者に対し、認定体験の機会の場の提供の適正な実施を確保するため

に必要な限度において、報告若しくは資料の提出を求め、又は必要な助言をすることができる。 

 

（認定の取消し） 

第１１条 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、認定を取り消すことができる。 

（１）認定体験の機会の場で行う事業の内容等が、法２０条１項及び省令第８条に掲げる要件に適合

しなくなったとき。 



（２）認定を受けた者が、第８条の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をしたとき。 

（３）認定を受けた者が、前条の規定による報告又は資料の提出を求められて、報告若しくは資料の

提出をせず、又は虚偽の報告若しくは資料の提出をしたとき。 

（４）偽りその他不正の手段により認定を受けたとき。 

２ 市長は、前項の取消しを行った場合においては、遅滞なく、その理由を示して、その旨を認定の取

消しを受けた者に通知するものとする（様式第２１）。 

 

（所在地による認定事務の取扱） 

第１２条 体験に機会の場として提供される土地又は建物の一部が、北九州市に隣接する市町村域内

に含まれる場合における認定に関する事務については、福岡県知事が行う。 

 

 

附則 

この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

 

附則 

この要綱は、令和８年７月１日から施行する。 

 

 

提出様式一覧 

申
請
関
係 

様式第１ 申請書 
変
更
等 

様式第１３ 更新申請書 

様式第２ 誓約書（欠格条項） 様式第１４ 変更届出書 

様式第３ 事業実績報告書 様式第１５ 廃止届出書 

様式第４ 収支決算書 

事
業
報
告
関
係 

様式第１６ 実施状況報告書 

様式第５ 事業計画書 様式第１７ 実施状況 

様式第６ 収支予算書 様式第１８ 収支実績 

様式第７ 安全対策 様式第１９ 安全対策実施状況 

様式第８ 事業実施体制 様式第２０ 事業実施体制 

様式第９ 同意書   

様式第１０ 誓約書（暴排）   

 


